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Chapter 03 事業を支える基盤

「善の巡環」の精神のもと、一層の企業価値の向上を目的とした
コーポレートガバナンス体制の充実を目指します。経営方針などの重要事項に関する
意思決定機関および監督機関としての取締役会、ならびに監査機関としての監査役会という
機関制度を基本として、執行役員制度により事業・業務執行を推進する体制をとっています。

コーポレートガバナンス

取締役会議長メッセージ

リスクとチャンスを適切に評価し
創造と開拓を後押しする取締役会へ

YKK APは、戦略の実行を監督し、企業の意思決
定を担う機関として取締役会を設けており、事業拡大
のための投資戦略や人事戦略などに関する審議と
意思決定を行っています。メンバーには、透明性と客
観性を確保するために、YKK出身者を加える他、高
度化するコンプライアンスやリスク対応の観点から
監査役には、外部専門家が加わっています。重要案
件では、活発な議論をもって決議できるよう上程前に
経営戦略会議で議論のポイントを明確にした上で、
取締役会に臨んでいます。
マテリアリティの一つとして、製造現場における社
員のエンゲージメントを重視しています。一般に、働き
方に関する議論はオフィスワーカーを対象にするこ
とが多く、工場で働く社員は対象から外れがちです。
しかし、製造業である当社にとって現場の社員は生

命線です。一人ひとりが卓越した技術と知見を持つ
人材であることは、私自身が座談会などを通して知っ
ています。働きがいをどう提供していくか、今まさに議
論を進めているところです。
気候変動対策についても議論を進めています。魚津

社長がビジョン「Evolution 2030」で掲げる「地球環境
への貢献」を実現するため、例えばカーボンニュートラ
ルメタンへの切替や水素・アンモニアの活用といった
国内における燃料転換、市中のアルミ・樹脂のリサイク
ル技術の確立などを一段と加速させるべく、検討を進
めています。
取締役会自体の強化も重要です。当社は「成長し

続けること」を重視してきました。しかし国内において
窓のシェアは5割を超え、売上高が5,086億円に上っ
た今、これまで同様の成長は見込みづらくなります。
当社の新たな目標を達成するには、国内と海外の両
方で新規事業を創造し、市場を開拓して、今までの成
長曲線から大きく飛躍する必要があります。
今後は、大型買収や外国企業との提携なども考え

られるでしょう。私自身も国内外のスタートアップ企
業を訪ねて新たなビジネスを模索していますが、リス
クと機会の見極めには外部の知見が不可欠です。こ
うした背景から、1～2年の内に海外事情に精通した
社外取締役を招きたいと考えています。現在の取締
役会のメンバーは、男性によって構成されており、今
後は取締役会でさらに多様な議論を行うべく、女性取
締役の起用も検討しています。また、取締役会評価の
実施についても、手法を含めて検討しています。
会長として、取締役会議長として、YKK APの新た

なビジョンに貢献してまいります。

経営と執行の分離
（取締役の職務執行、執行役員制度）　
取締役は、取締役会規定、取締役執務規定を遵守し、職務分掌
に基づいて適切な業務執行を行っています。弁護士等によるコ
ンプライアンス研修を定期的に受講し、取締役の職務遂行におい

コンプライアンス委員会
委員長 岩渕 公祐（取締役 副社長 管理担当）　委員数 15名
2022年度の開催回数 2回
当社および子会社のコンプライアンス体制の整備を図っています。コンプライアンス
担当取締役を任命し、コンプライアンス体制の整備・遵守の状況等につき、取締役・監
査役に報告を行います。

ブランドマネジメント委員会
委員長 海老原 功一（副社長 営業担当）　委員数 26名
2022年度の開催回数 5回
専門的見地から、当社の重要な政策の検討・立案を行います。ブランド構築を図り、
「善の巡環」に基づいた企業活動の実践と社会への発信強化を進めます。

投資委員会
委員長 山田 公彦（経理部長）　委員数 13名
2022年度の開催回数 11回
重要な投資案件に対して、投資経済性計算、資本コスト、フリーキャッシュフロー、また
カーボンニュートラル促進のためのICPを設定し、審議を行います。これらの審議を経て
取締役会の決議を行うことにより、取締役会における審議の効率化を図っています。

環境政策委員会
委員長 魚津 彰（代表取締役社長）　委員数 11名
2022年度の開催回数 1回

環境委員会 
委員長 松田 俊一（安全環境管理部長）　委員数 57名 
2022年度の開催回数 4回 
環境政策委員会を設置し、当社における環境方針･戦略の策定、環境政策推進の監督
を行っています。また、環境委員会では、事業執行部門による政策の推進と施策の企画
立案、進捗管理を行っています。

リスク関連（5）委員会
CRO（最高リスクマネジメント責任者）を任命し、YKK APにおけるリスクマネジメントを推
進するため、品質委員会、貿易管理委員会、危機管理委員会、情報セキュリティ委員会、
技術資産管理委員会の各種委員会を設置し、規定の整備とその運用を図っています。

 ◎品質委員会
 委員長 阿部 洋司（品質本部長）　委員数 7名
 2022年度の開催回数 ４回

 ◎貿易管理委員会
 委員長 小野寺 哲也（国際事業本部長）　委員数 13名
 2022年度の開催回数 3回

 ◎危機管理委員会
 委員長 按田 修（CRO）　委員数 16名
 2022年度の開催回数 3回

 ◎情報セキュリティ委員会
 委員長 小森 哲也（IT統括部長）　委員数 9名
 2022年度の開催回数 3回

 ◎技術資産管理委員会
 委員長 中曽 俊之（生産本部 生産技術部長）　委員数 9名
 2022年度の開催回数 3回

※各委員会の委員数は2023年6月時点

て法令を遵守する旨の誓約書を会社に提出しています。また、経
営と執行の分離により迅速な事業・業務執行を図ることを目的と
して、執行役員制度を導入しています。取締役は全体最適の実現に
向けて専心する一方、執行役員は取締役会で決定された方針に
従い、個々の事業・業務を責任と権限を持って遂行しています。

コーポレートガバナンス体制

事業・業務を遂行するための主な委員会

取締役会議長
代表取締役会長

堀 秀充

YKK精神「善の巡環」
P4

Evolution 2030
P7

社員との対話
P32

主要連結財務データ
P56

取締役と取締役会
P27

マテリアリティ
P20

コンプライアンス推進体制
P33

リスクマネジメント体制
P34

YKK精神「善の巡環」
P4

カーボンニュートラル
P38-39

環境経営
P36-37
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YKK指名・報酬委員会 取締役と取締役会 （2023年6月時点）

独立性の高い人員構成でガバナンスを強化
YKKグループでは諮問機関として、指名・報酬委員

会をYKKに設置し、YKK取締役会の決議によって委
員を選任しています。非上場会社で指名・報酬委員会
を設置している企業は多くないかもしれません。しか
しYKKグループにはYKKの二代目社長を務め、YKK 
APの創業者でもある𠮷田忠裕が掲げた経営理念の
中心に「公正」があり、価値行動基準の基盤が「フェア
ネス（公正）」になっています。非上場だからこそ公正
に決定し、そのプロセスにも透明性を持たせるべきだ
という考えがグループに根付いています。これに基づ
いて1998年に外部有識者による経営諮問会議（アド

バイザリーボード）を設置し、2008年に指名・報酬委
員会をスタートさせました。YKK AP独自の委員会を
設けていないのは、グループ全体で同じ目線に立ちガ
バナンスを有効にするという意図からです。
指名・報酬委員会は、「YKKの社外取締役1人を含

む3人以上」で構成され、現在は5人のメンバーで、う
ち2人が社外取締役です。独立性を確保するために、
執行に責任を持つ人はメンバーには入れません。取
締役、監査役、執行役員、専門役員の選解任と報酬な
どに関する審議を行い、取締役会に答申します。
指名に関しては、取締役会の役割を適切に果たせ

るよう、取締役が有するスキルのバランスを確認し、
適切な人財を登用する案を策定しています。スキル・
マトリックスや多様性の推進に関しても議論を進め、
取締役会のガバナンス強化と実効性の高まりを目指
しています。取締役の選任に際しては、グループの企
業精神である「善の巡環」を理解・実践していることを
大前提とし、指名・報酬委員会で審議し、案を策定して
います。今春の社長交代に際しても、指名・報酬委員
会で議論を重ねた上で、魚津彰氏を選任する案を策
定しました。
報酬に関しては、事業規模や事業の状況をベース

に、世間水準も確認しながら検討を行います。その際
には、社員の給与制度変更なども考慮しています。

ガバナンス改革に向け
知見をもとに議論を進める
これまで私は２つの大学で50年に亘り、研究・教育活動に

従事し、学内の組織運営にも携わってきました。また、40年間勤
務した経営大学院（ビジネススクール）を通して、数多くの経営
者との交流があります。本委員会においては、社外取締役の増
強、役員スキル・マトリックスの在り方の設定、役員指名基準や
報酬決定制度の明確化などを含むガバナンス改革を念頭に、自
身の経験を通じて培った知見を反映した意見を出し、議論して
いきます。

正当なプロセスの証人として
助言していきたい

YKK APには、建物の価値創造につながる、将来性の高い新
たな商品やサービスを生み出す企業であってほしいと考えてい
ます。そのためには、長期の成長戦略が重要になってくるでしょ
う。社外委員としての一番の役割を、指名・報酬決定の正当なプ
ロセスの証人になることと捉え、必要に応じて助言していきたい
と思っています。

取締役
YKK 株式会社 代表取締役会長

猿丸 雅之

取締役会議長
代表取締役会長

堀 秀充
1981年3月 吉田工業（現 YKK）入社
1989年より2006年まで米国勤務
2007年4月 執行役員
2009年4月 上席常務
2009年6月 取締役 上席常務
2011年6月 代表取締役社長
2023年4月 代表取締役会長（現在）
2023年6月 YKK取締役（現在）

代表取締役社長

魚津 彰
1985年3月 入社
2013年4月 執行役員
2021年4月 上席執行役員
2021年6月 取締役 上席執行役員
2022年4月 取締役 副社長
2023年4月 代表取締役社長（現在）

取締役
CHRO（最高人事責任者）

松谷 和男
1981年3月 吉田工業（現 YKK）入社
2009年4月 執行役員
2016年6月 取締役 執行役員
2018年4月 取締役 副社長
2021年10月 取締役 副社長 CHRO
2023年4月 取締役 CHRO（現在）

取締役
副社長 製造・供給担当
（兼）生産本部長

阿部 浩司
1985年3月 入社
2014年4月 執行役員
2021年4月 上席執行役員
2022年4月 副社長
2023年6月 取締役 副社長（現在）

取締役
副社長 開発・技術担当

水上 修一
1985年7月 吉田工業（現 YKK）入社
2009年4月 専門役員
2010年4月 執行役員
2020年6月 取締役 執行役員
2021年4月 取締役 上席執行役員
2022年4月 取締役 副社長（現在）

取締役
YKK株式会社 代表取締役会長

猿丸 雅之
1975年3月 吉田工業（現 YKK）入社
1977年より1994年まで米国勤務
1999年6月 YKK常務
2003年4月 YKK上席常務
2008年6月 YKK取締役 副社長
2011年6月 YKK代表取締役社長
2017年4月 YKK代表取締役副会長
2018年6月 YKK代表取締役会長
（現在）
2020年6月 取締役（現在）

取締役
副社長 管理担当

岩渕 公祐
1986年3月 入社
1996年より2009年まで米国・中国
勤務
2009年4月 執行役員
2016年4月 副社長
2016年6月 取締役 副社長（現在）

取締役

大谷 渡
1981年3月 吉田工業（現 YKK）入社
2001年4月 YKK常務
2004年4月 YKK上席常務
2004年6月 YKK取締役 上席常務
2009年4月 YKK取締役 副社長
（2018年6月まで）
2018年6月 取締役 副社長
2023年4月 取締役（現在）

取締役副会長

山地 慎一郎
1981年3月 入社
2009年4月 常務
2013年4月 執行役員
2017年4月 副社長
2020年6月 取締役 副社長
2023年4月 取締役副会長（現在）

取締役

新関 文夫
1977年3月 吉田工業（現 YKK）入社
2012年4月 執行役員
2014年6月 取締役 執行役員
2016年4月 取締役 副社長
2022年4月 取締役（現在）

YKK株式会社 取締役（社外）
慶應義塾大学名誉教授
中部大学名誉教授

小野 桂之介氏

YKK株式会社 取締役（社外）
一橋大学大学院教授

岡田 英理香氏

指名・報酬委員メッセージ

Chapter 03 事業を支える基盤

指名・報酬委員長メッセージ

委員数 5名（社外取締役2名） 
2022年度の開催回数 10回 
YKKおよびYKK APの取締役、監査役、執行役員、専門役員の選解任や報酬等につ
いて審議・答申を行う、YKKに設置されたYKK APからは独立した諮問機関。

YKK精神「善の巡環」
P4

経営理念
P5
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監査役と監査役会 （2023年6月時点）

監査役
YKK株式会社 監査役（常勤）

永田 清貴
1979年3月 吉田工業（現 YKK）入社
2008年4月 YKK執行役員
2009年4月 YKK専門役員
2013年6月 社外監査役
YKK常勤監査役（現在）
2016年6月 監査役（現在）

監査役（常勤）

宮村 久夫
1978年3月 吉田工業（現 YKK）入社
2002年より2008年まで中国勤務
2008年4月 YKK執行役員（2018年
3月まで）
2018年6月 常勤監査役（現在）

　取締役会では、重要事項の審議・決議、経営方針の決定、業
務執行の監督を行っています。現在、取締役数は10名（員数は
10名以内）で、2022年度の主な審議実績は右の通りです。活
発な議論を促進するため、重要案件については取締役会での
上程前に経営戦略会議にて議論を行う他、社外監査役（外部
専門家）の出席および意見陳述、会長・社長・監査役での意見
交換会などを実施（2022年度は３回）しています。
　今後、取締役会の機能向上を目的として、監査役だけでなく、
取締役にも社外役員を選任し、取締役会の透明性を高めるこ
とを検討しています。

　4名の監査役からなる監査役会は、2022年度は14回開催
し、取締役の職務の執行に関して、適法性および妥当性の観
点から監査を行っています。取締役会をはじめとする主要会議
にも出席し、必要に応じて意見を表明するとともに、監査方針

に則り各拠点に赴き監査を行っています。監査役のうち、2名
は社外からの招聘です。企業経営に係る高度な見識・経験や
専門性等を有し、客観的かつ公正な立場から監査を行ってい
ます。

Chapter 03 事業を支える基盤

2022年度の取締役会開催状況

開催回数 15回（臨時取締役会含む）

平均議題数 8.25件

1回当たり平均開催時間 3.2時間

主な議題・報告事項

・株主総会に関する事項
・取締役、執行役員、専門役員に関する事項
・人事および組織に関する事項
・事業に関する事項
・重要財産の処分譲受に関する事項
・子会社および主要関係会社に関する事項

監査役会議長
監査役（社外）

八馬 史尚
1983年4月 味の素株式会社 入社
2013年6月 同社執行役員
2015年6月 同社常務執行役員
株式会社J-オイルミルズ 
代表取締役社長
2016年6月 同社代表取締役
社長執行役員
2022年4月 同社取締役（2022年6
月まで）
2023年5月 株式会社セブン＆アイ・
ホールディングス 社外取締役（現在）
2023年6月 当社社外監査役（現在）
株式会社SUBARU 社外取締役（現
在）

監査役（社外）

関口 美奈
1993年4月 アーサーアンダーセン・
ダラス事務所 入所
2022年6月 リゾナンシア合同会社 
代表（現在）
五洋建設株式会社 社外取締役（現在）
2022年7月 トレノケートホールディ
ングス株式会社 社外取締役（現在）
2022年9月 国立研究開発法人 日本
原子力研究開発機構 監事（現在）
2022年10月 EX4Energy株式会社 
社外取締役（現在）
2023年6月 当社社外監査役（現在）

人権と人材

「YKK AP 人権方針」を策定
　当社は「善の巡環」の考え方に則り、すべての国
や地域のステークホルダーにおいて、一人ひとりの
人権を尊重しています。2023年度は「YKKグループ 
人権方針」の改定に伴い、「YKK AP 人権方針」を策
定しました。本方針はYKKグループの根幹は共通な
がら、自社の事業活動に関わる人権課題等を踏まえ、
YKK AP独自の方針として定めたものです。従業員
のみならず取引先等への働きかけも推進し、企業の
社会的責任としてさらなる取り組みを強化します。

人権WGの設置で社内理解を促進
　2022年度よりコンプライアンス委員会の中に人
権ワーキンググループ（WG）を設置し、これまでの
事業活動における「人権」の取り組みを全社で統合
し強化しています。新たな人権リスクのアセスメント
を通した現状把握と重要度・深刻度の評価を進める
他、2022年度から2023年度にかけて全従業員を
対象に「ビジネスと人権」に関する動画研修を実施し、
人権への意識向上と社内理解を促進しています。

内部通報制度の運用と利用者への
継続的な周知活動の実施
　YKKグループでは「YKKグループ内部通報制度」
を2006年から導入し、法律や就業規則、社内規程
に違反するような行為について、匿名で社内・社外
に設けた窓口に相談・報告できる仕組みを整え、全
利用者への周知を行っています。また通報者保護の
原則により、相談したことで不利益を受けることを禁
止しています。
　内部通報制度は事業活動を遂行する過程で違法
行為の発生抑止や早期対応を図ることにより、強固
なコンプライアンス遵守体制を構築することを目的
として運用していますが、企業活動などで生じる人権
侵害から自社に関わる人々を救済するための「グ
リーバンス（苦情処理）メカニズム」の体制構築を進
める他、職場環境、心の悩み、健康について対応す
る相談窓口も設け、従業員の心身の健康にも配慮し
ています。
　また海外会社においても内部通報制度を導入し、
相談・報告できる仕組みを整えています。

YKK AP 人権方針 事業活動に関わる人権課題

・価値観
・適用範囲
・人権尊重へのコミットメント
・体制・ガバナンス
・人権デュー・ディリジェンス
・人権教育
・是正・救済措置
・透明性の確保・コミュニケーション
・人権尊重への継続的取り組みに向けて

・児童労働、強制労働の禁止
・差別、ハラスメント、虐待の禁止
・結社の自由と団体交渉権の尊重
・慣習の理解と法令遵守
・多様性の尊重
・安全衛生
・労働時間と賃金

人権に対する考えと取り組み

コンプライアンス委員会
P33

YKK精神「善の巡環」
P4

YKK AP 人権方針の詳細はウェブサイトでご紹介しています。
https://www.ykkap.co.jp/company/jp/sustainability/humanrights/

https://www.ykkap.co.jp/company/jp/sustainability/humanrights/
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人材の多様性を活かすことで新たな価値を創造し、国際社会における
将来の競争力向上を図るため、「ダイバーシティ＆インクルージョン宣言」を発信しています。
特に、女性社員の採用強化・キャリア開発支援、
障がい者の雇用拡大・定着を重要課題として位置付けています。 

当社は、社員一人ひとりが十分に力を発揮できる制度の導入や環境づくりを進めています。
2023年度は「従業員エンゲージメント向上への取り組み」、「新たな価値を創出する人材開発・育成」、
「イノベーション人材の育成・確保」を重点課題に掲げ、人事制度の整備や人材戦略を
実施することで、「働きやすさ」「働きがい」のある職場環境を実現していきます。

多様な人材が活躍するための
就業環境整備
　兼業・副業制限の緩和や短時間勤務制度の導入な
ど、多様な人材が活躍できる環境整備や制度設計に
取り組んでいます。また2022年度は「働きがい・働き
方の多様性アンケート」を実施し、仕事と介護の両立
の実態を把握しました。今後は、介護への不安軽減や
仕事との両立のしやすさを向上させていきます。

給料改定、特定職務・資格手当
　これまで市場競争力のある適正な賃金水準に向
けた取り組みを行ってきましたが、2022年度は政
府による賃上げ政策の推進、円安や物価上昇など
の状況を踏まえ、一般社員平均3％の給料改定に
加え、全従業員へ特別一時金の支給を行いました。
2023年度は、新設した社内認定制度による特定
職務手当等の支給に加え、平均6％の給料改定を
実施しています。資格取得の推進においては、支
給対象の年齢制限の撤廃、資格手当の増額など制
度の拡充を図っています。

研修体制の充実
　事業と組織に貢献できる人材の育成や個人のスキ
ルアップを目的に、社内研修体制の充実を図っていま
す。将来のビジネスリーダーを育成する「価値創造塾」、
新任管理職を対象にした「階層別研修」などに加え、自

私は2021～2022年の2年間、「マドキャリ」に参加しました。自分
と同じように出産・育児を経験しながら管理職として働いている先
輩方の話を伺って、重要なのは家庭も仕事も円滑に回る仕組み
づくりだと気づくことができました。この経験を通して、限られたリ
ソースの活用の仕方や組織として人材を育成する点において、以
前より高い視点で物事を考えられるようになりました。

第２・３子となる双子の出産を機に、１年間の育児休業を取得しま
した。組織全体でバックアップ体制をつくっていただくなど、職場
の強力な後押しを受けたことに感謝しています。私の抜けた穴を
埋めるために業務が効率化され、復帰後はより強い組織になって
いたことも印象的でした。復帰後のブランクもさほど感じず、今で
は育休取得前よりも責任のある役割を任せていただいています。

ダイバーシティの取り組み

商品開発本部 海外商品開発部
海外商品開発グループ
先行商品開発室

特需事業部 営業統括部
住宅東京営業部
営業2グループ

佐々木 沙理 若菜 孝之

己啓発として6カ月間の英語研修を設け、受講を希望
する社員には費用補助を行っています。また、定年制
度を廃止し、退職時期の判断が個人に委ねられている
ことを背景に、社員が自身のキャリアに向き合う
「キャリア研修」を行っています。

2023年度 教育体系図

事業運営の
基盤構築・強化

事業戦略と人材の
マッチング

個々の能力開発の
ベース

（YKK グループ共通）

（YKK AP）

（YKK AP） ※任用期間

資格手当
（活用）

資格手当
（保有）

通信教育補助金
（全額支給）

公的資格取得奨励金
（一時金）

社内認定制度
【新設】

資格手当・資格取得支援の拡充女性活躍推進
　第6次中期経営計画における女性社員のキャリア
開発支援プログラム「APWoman キャリアアッププロ
グラム（通称：マドキャリ）」では、キャリア研修などの
各種研修や社内交流会の実施、メンター制度の運用
など、参加者の長期的なキャリア形成に向けた支援を
行っています。2022年度は各職場から将来のリー
ダー候補として推薦を受けた256名が参加しました。

管
理
職

OJT 階層別研修 自立 リーダー育成
選抜研修

SD
自己啓発

目的別研修
OFF-JT
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上級マネジメント
セミナー

新任課長
研修

新任係長
OJT研修

定期採用
導入教育

4年目研修

業務報告会

ビジネス基礎研修
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グローバル研修
ビジネス
スキル
研修

専門教育 職掌別研修

一
般
社
員

学歴

年齢

性別

国籍

障がい

ワーク
スタイル

労働基準法

高齢者雇用安定法

男女雇用機会均等法
女性活躍推進法（2016）

入国管理法（不法就労）

障害者雇用促進法

労働基準法

さまざまなキャリアを持つ人材の採用、公正な評価

● 定年廃止 / 年齢・性別・国籍に関わらない雇用

女性活躍推進、女性管理職・係長相当職登用
● 管理職 / 2022年度 122名→2024年度目標 140名
● 係長相当職 / 2022年度 447名→2024年度目標 500名

ワークライフバランスの実現
● 男性の育児休業取得促進 / 2022年度 73.2％
● 有給休暇取得促進 / 2022年度 71.3%→2024年度目標 80.0%
● 総実労働時間 / 2022年度 1,974時間

● 外国人の積極的採用

● 障がい者の特性に応じた活用 / 2022年度 2.32%→2024年度目標 2.50%

STEP1（従来） STEP2（現在）

法律・ルールの遵守 多様性を受け容れる 価値を創造する

表層的な特性に注目 多様性から価値創造へのマネジメント
STEP3（目指す姿）

同一役割
同一成果
同一処遇

個々の持つ特性を活かし
新たな価値を創造し
事業に貢献する

ワークとライフの充実

Chapter 03 事業を支える基盤

ダイバーシティの推進 人材戦略

Voice マドキャリ参加者の声 Voice 育児休業取得者の声
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　持続的な成長に資する新領域・分野を開発する
ため、2022年度はCHRO（最高人事責任者）主導
のもと、新規事業のテーマとその推進を担うリー
ダーとなる人材を社内公募。既存の事業分野にと
らわれない自由なアイデアが幅広い年代の社員か
ら寄せられ、その中から3名のリーダーが選出され
て事業化に向けて活動しました。2023年度は新設
した新規事業開拓部に所属し、提案テーマのさら
なる進化と新規事業テーマの探索を進めます。

社員との対話
　社長をはじめとする取締役が社員と直接対話する
「車座集会」、本社・本部社員らが地域や職場の課
題を吸い上げる「拠点訪問・ヒアリング」を実施して
います。対話で得られた社員の声がキャリア相談
窓口設置や「共通メンター制度」導入に生かされる
など、さまざまな施策への反映が進められています。
また、社員持株会「YKK恒友会」により年2回開催
される集会では、経営実績の報告や社員から取締
役への質疑応答などが行われています。

大学院派遣・MOT・MBA留学
　事業をリードする次世代の人材を育成するため、国
内外の大学院（博士号・修士号）への派遣やMOT・
MBA留学支援を行っています。研究テーマは現事業
の範囲にとどまらず、「ロボット」「AI・機械学習」「DX」
「次世代の環境対応」など、今後、ますます欠かせなく
なるテーマを積極的に推奨しています。社員が会社の
枠組みを超えて専門知識や多角的な視点を身につけ
ることで、組織としての発想の多様化を目指していま
す。2022年度は14名、これまで累計31名の社員を
派遣してきました。
　また、博士号などの取得を推奨するとともに、取得
者同士や社内組織、大学や研究機関と連携し、さらな
る活性化を図る目的で「AP 博士号の会」を運営してい
ます。2022年度はYKKとYKK APの博士号取得者に

健康経営
　当社では、従業員とその家族の健康を経営課題
として捉え、2018年に制定した「健康宣言」のもと、
生活習慣病の減少やメンタル疾患の抑制のための
取り組みなどを進め、「健康経営優良法人2023
（大規模法人部門）」を取得しています。
　また、従業員の心と身体の健康を維持促進する

神戸大学大学院で二重窓の遮音性能予測手法に関する研究を
行い、博士号を取得しました。窓の遮音性能を評価する遮音試験
は、多くのコストや時間を要します。遮音効果の大きい二重窓に
ついて、二重板の遮音理論に基づく検討を行い、実用的な遮音
性能の予測方法を提案しました。今後も社内外の建築音響の課
題に取り組み、快適な空間づくりに貢献したいです。

技術研究本部
環境・エネルギー・
解析技術グループ
塚本 陽平

ための取り組みとして、健康相談窓口を社内外に
設置しています。社内では、各事業所の産業医、健
康管理センターの保健師・看護師が随時相談に
乗っています。外部の機関とも連携し、メールや電
話、リモート面談でのカウンセリングを通じて、適
切なメンタルヘルスケアを行っています。

よる技術交流会を開催し、専門分野における技術情
報や技術課題を共有しました。

Chapter 03 事業を支える基盤

Voice 博士号取得者の声

コンプライアンス推進体制と教育
　コンプライアンス委員会を設置し、YKK APおよび国内
外の関係会社を含むYKK APグループのコンプライアン
ス体制を整え、5つのユニットに分けて推進を図っていま
す。各ユニットが主体となり、規程・規則・ガイドラインの
遵守等モニタリングを強化しています。

コンプライアンス活動の基準となる
「YKK Global Criteria of Compliance」
　YKK APではYKK精神とISO26000に基づいたYKK
グループのコンプライアンス基準である「YKK Global 
Criteria of Compliance（YGCC）」を2019年度から
導入し、2021年度には国内外主要拠点での導入を完

コンプライアンス

了しています。2022年度以降、新規拠点への対応を行
いながら、YGCC運用の定着を推進しています。
　自己点検、内部監査といったYGCC監査を定期
的に実施し、モニタリング項目の標準化を図ること
で、各種監査の重複事項を解消するなど、現場の業
務軽減にも役立っています。

　役員にはコンプライアンス研修を定期的に行う他、全
社員に年間2時間以上のコンプライアンス教育を行って
います。コンプライアンス業務に深く関わる関係者には、
各専門部署ならびに各委員会主導による専門分野（人
事、購買、安全環境管理、貿易管理、情報セキュリティ、
技術資産管理、環境等）の教育を行っています。

2023年度 コンプライアンス推進体制

事務局：コンプライアンス推進室/法務・知的財産部
YGCC推進部会

人権WG

営業ユニット

担当副社長/本部長代表委員

推進主体

管理責任者

推進責任者

各支社

各支店・営業所

社長管掌事業部

政策本部各部門

製造・供給ユニット 管理ユニット開発・技術ユニット 海外ユニット

担当副社長/本部長

管理責任者

推進責任者

商品開発・
技術研究等

担当副社長/本部長

管理責任者

推進責任者

各製造所・
地域工場等

担当副社長/本部長

管理責任者

推進責任者

担当副社長/本部長

管理責任者

推進責任者

海外事業会社
本社
機能
各部門

業務
本部
各部門

取締役会

コンプライアンス委員会

❶マネジメントシステム
・ビジネスライセンス
・行動指針
・推進委員会
・従業員との意見交換
・内部通報制度
・コンプライアンス違反
❷労働条件
・児童労働 
・強制労働
・差別 
・懲戒、ハラスメント、虐待
・結社の自由と団体行動
・雇用と契約

❸労働時間と賃金
・労働時間
・賃金と諸手当
❹安全衛生
・安全衛生マネジメントシステム
・緊急時対応計画と火災安全
・医療サービス
・衛生設備／保健衛生
・身体的危険性 
・ケミカルハザード
・構造的安全性
・社員寮および社員食堂

❺環境
・環境マネジメントシステム
・エネルギー消費および
  温室効果ガスの排出
・水利用
・廃水および排水
・廃棄物管理
・大気排出
・ケミカルマネジメント

・競争法 
・贈収賄
・秘密情報の保護
・競業避止義務
・個人情報保護
・知的財産
・会計および税務処理
・反社会的勢力
・サプライヤーマネジメント
・貿易管理
・下請法

❼請負建築工事
・マネジメントシステム
・労働条件
・労働時間と賃金
・安全衛生
・環境
・公正なビジネス慣行

❶組織統治
❷人権
❸労働慣行
❹環境
❺公正な事業慣行
❻消費者課題
❼コミュニティー参画
　および開発

サプライヤー行動規範
企業活動ガイドライン

YKKグループ共通の項目 YKK AP固有の項目ISO26000 7つの中核主題

顧客からの要請

YKK Global Criteria of Compliance（YGCC）

健康宣言の詳細はウェブサイトでご紹介しています。
https://www.ykkap.co.jp/company/jp/sustainability/health/

人権と人材の詳細はサステナビリティデータブックでご紹介しています。
https://www.ykkap.co.jp/company/jp/sustainability/data/social/

コンプライアンスの詳細はサステナビリティデータブックでご紹介しています。
https://www.ykkap.co.jp/company/jp/sustainability/data/governance/

❻公正なビジネス慣行

https://www.ykkap.co.jp/company/jp/sustainability/health/
https://www.ykkap.co.jp/company/jp/sustainability/data/social/
https://www.ykkap.co.jp/company/jp/sustainability/data/governance/
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Chapter 03 事業を支える基盤

リスク管理体制の強化
　YKK APではリスク管理体制の強化と有事におけるガ
バナンス体制を確立するため、CRO主導のもと、リスク
マネジメントを推進する5つの委員会を設置し、委員会ご
とに規定の整備とその運用を行っています。
　2022年度は、多様化するリスクに対する備えとBC（事

リスクマップの整備と重要リスクの選出
　事業を取り巻くリスクに対し、環境の変化、リス
ク対応の緊急度、予測される損害規模に応じてリ
スク評価を行い、リスクマップを作成しています。
2022年度は①重要リスクを含むリスク項目の見
直し、②リスクレベルの明確化、③重要リスクに
対する関連部門の取り組みを明示、これら3つの

「レジリエンスの高い組織づくりを目指します」
　マテリアリティの一つである「レジリエントな経営基
盤」の実現に向け、2022年度は「事業継続マネジメント
規定」を8年ぶりに見直し、更新を行いました。大規模
自然災害、サプライチェーンの遮断、サイバー事故、感
染症拡大など、オールハザードベースでの初動対応・

BCPの取り組み
　災害・リスク発生時に備え、国内外の全拠点でBCP
の策定を完了しています。また、BCPの迅速な実行を目
的に、2022年度は「事業継続マネジメント（BCM）規
定」の見直し・更新を行いました。2023年度は機能軸・
地域拠点単位での浸透を進める予定です。
　BCPの実効性を高めるため、災害を想定した訓練を
毎年行っています。加えて、2022年度は在宅勤務や直

業継続）に向けた対応強化を目的に、各組織ユニットの
責任者（副社長、本部長）を「危機管理委員」から「BCM
（Business Continuity Management）委員」に変更しま
した。各部門とリスクマネジメント委員会の連携強化、平
時でのBCP（事業継続計画）準備、有事におけるスムー
ズな運用により、レジリエンスを高めていきます。

行直帰といった働き方の変化に合わせ、CRO主導のも
と「動画で学ぶ『自然災害のリスクと対策』」をWEB社
内報にて配信しました。
　調達におけるリスクの迅速な把握と対策も強化してい
ます。資材の複数社購買、サプライチェーンの把握と改善、
重要管理アイテムは緊急在庫の確保に加え、開発・製造・
購買部門が連携して代替調達の設定を行うなど、商品開
発の段階からBCPを踏まえた取り組みを行っています。

2023年度 リスクマネジメント体制

観点からリスクマップの見直しを行いました。
　経営に大きな影響を及ぼすリスクは重要リス
ク項目に位置付けており、今回の見直しによって
「サイバー攻撃（情報セキュリティ）」「サプライ
チェーン（経済環境の変化）」「環境規制」の3項
目はリスクのランクを上げ、具体的な対策の実行
を進めています。

BCPを迅速に実行することを目的に、重大有事に対す
る適切な事業継続能力の獲得を目指しています。
　リスクマネジメントの活動実施においては、業務を行
う人材の確保が重要だと考えています。今後は国や地
域ごとのBCM推進体制の強化に向け、全従業員を対
象にした教育・演習プログラムの実行と、一元化した情
報の提供といったソフト・ハード両面での強化を予定し
ています。また、リスク感度の高い人材育成を目的に、
若手社員を中心としたリスクに対して能動的な活動を
行うチームを立ち上げました。平時の取り組みを強化し
ていくことで、さらなる基盤強化を図っていきます。

執行役員 CRO

按田 修

リスクマネジメント

調達におけるリスクへの対策と取り組み

外部環境と想定されるリスク
当社の拠点における大規模地震や風水害による被害、ある
いは取引先等における同様の被害等により、事業活動が停
滞する可能性がある。
自然災害によって従業員が死傷したり、設備等が損壊し生
産能力が減少したり、設備や社屋・倉庫、生産ライン等の再
調達費用や復旧費用等が発生する可能性がある。また、ライ
フラインの停止や物流の混乱等により、事業活動が停滞する

や取引先等が流出することも考えられる。

外部環境と想定されるリスク
企業機密等は、コンピューターウイルスの感染や不正アクセス
等により滅失・漏洩する可能性がある。またサイバー攻撃、通
信サービスの停止等によって情報システムがダウンして、すべ
ての事業が停止する可能性がある。
最近のDX化の進展やリモートワークの拡大に伴い、従来より
も情報システムの社内外とのネットワークの接続点が増えて
いる。環境変化により、悪意を持った社外からの情報システム
への侵入による強制停止や企業機密等の滅失等により、事業
活動に支障が発生する可能性が高まっている。

取り組み
● 災害発生時は、社長を本部長とする全社BCP対策本部を設
置。BCM委員は各機能におけるBCP対策本部長となり、有
事対応の統括・指示・全体管理を行う
● 事業継続についての方針・施策を審議・決定する機関として、
全社を統括し、各機能ユニット責任者をBCM委員とした危
機管理委員会にて対応する

取り組み
● IT-BCPの整備、運用を行う（国内・海外関係会社含む）
● ITセキュリティ管理対策（サイバーセキュリティおよび対策

SIRT対応）を行う
● 情報セキュリティ委員会にて、役割ごとに部会を設置して対
応強化を図る

主な重要リスクへの対応

自然災害の脅威 （地震・津波・台風・集中豪雨） サイバー攻撃（情報セキュリティ）

CRO 取締役会 / 経営戦略会議

リスクマネジメント統括室リスク関連（5）委員会

ビジネス（5）ユニット 全社横断、具体的な取り組みの強化

品質本部

品質情報統合WG
デジタル商品開発・品質評価WG
リスクアセスメント改訂WG

品質委員会
主幹部門

部会・WG

主幹部門

部会・WG

主幹部門

部会・WG

主幹部門 主幹部門

部会・WG
国際事業本部

工機輸出WG

貿易管理委員会

リスクマネジメント統括室

安否確認体制構築部会
地震・防火・水害対策部会

感染症リスク部会 / 広報対応部会

危機管理委員会

IT統括部

IT部会 / サイバーセキュリティ部会
個人情報管理部会
教育部会

情報セキュリティ委員会

商品開発本部 / 技術研究本部
生産本部 生産技術部

秘密情報漏洩防止WG / 図面管理WG
重要技術管理WG / 教育部会

技術資産管理委員会

営業
事務局

住宅本部 / ビル本部
エクステリア本部
グローバルCW本部

特需事業部 / 産業製品事業部

支社・支店・国内関係会社

事務局 事務局 事務局 事務局
開発・技術 製造・供給 管理 海外

商品開発本部
技術研究本部
品質本部

YKK AP R&Dセンター

生産本部
安全環境管理部
ロジスティクス部

製造所・工場

本社機能部門
業務本部

新規事業開拓部

本社機能（東京・黒部）

国際事業本部
海外関係会社

海外関係会社

部会・WG

リスク

天候・災害（地震、台風、寒波など）

倫理・法律
（人権、労働環境、情報セキュリティ、下請支援）

サプライチェーン（遵法、競争力、安定供給）

代替資材、複数社購買、在庫

仕入対象除外、遵法

点検、評価、再編

❶ 代替資材選定
❷ 複数社購買体制
❸ 在庫施策
❹ コストリダクション・売価等経営戦略

❺ 取引基本原則締結
❻ 社内制度変更（規程・評価）

❾ サプライチェーン再構築
10 BCPデータ整備

❼ CSRアンケート実施
❽ 請負・派遣社員管理体制変更

政治（戦争、紛争、経済制裁） 仕入対象除外

経済（需給バランス、為替） 代替資材、複数社購買、在庫

対策 取り組み

資材調達
P51

マテリアリティ
P20

リスクマネジメントの詳細はサステナビリティデータブックでご紹介しています。
https://www.ykkap.co.jp/company/jp/sustainability/data/governance/

リスクがある。またその事業の停滞により、競合他社へ顧客

https://www.ykkap.co.jp/company/jp/sustainability/data/governance/
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Chapter 03 事業を支える基盤

　YKKグループとして策定した、環境への取り組み
の長期的な方向性を示す「YKKグループ環境ビジョ
ン2050」のもと、YKK APは2050年のあるべき姿と
して、「事業活動におけるライフサイクル全体を通して
“環境負荷ゼロ”を実現」を掲げています。
　2021～2024年度の中期環境政策では「気候変
動」「資源循環」「水」「生物多様性」の4つの環境課題
解決への貢献を目指し、バリューチェーン全体で環
境目標を設定し、取り組みを進めています。
　推進体制として、社長を委員長とする「YKK AP環

境政策委員会」が経営視点での環境方針・戦略の策
定、承認を行い、その方針に従って「YKK AP環境委
員会」が営業・開発・技術・製造・管理・海外部門への
環境政策の落とし込みを行っています。
　また、環境政策の進捗や環境コンプライアンスの確
認として、内部環境監査を毎年実施するとともに、国
内全体と海外11拠点でISO14001の認証を取得し、
環境管理レベルの継続的な向上を図っています。
2023年4月には、業界における環境先進企業として
環境大臣より「エコ・ファースト企業」に認定されました。

YKK AP環境経営方針（2021～2024年度）

YKK APの環境対応の歴史と2050年までに目指す姿

ライフサイクルの全ての段階で環境価値を創出～人と自然が共生する未来へ～

YKK APは、次世代に対してより良い社会・環境をつくるために、技術革新による新しい価値の創造、環境負荷ゼロに挑戦します。

● バリューチェーン全体で環境課題解決への貢献と環境負荷低減に取り組みます。
● 環境課題として、気候変動、資源循環、水、生物多様性に取り組みます。
● 多様な人材を基盤とし、未来を見据えて新たな環境価値創出に取り組みます。

YKK APは、2019年度から気候関連財務情報開示タスクフォース
（TCFD ： Task Force on Climate-related Financial Disclosures）に賛同しています。
気候関連リスク・機会の両面において事業や財務に与える影響をシナリオ分析し、経営戦略に反映しています。

環境経営 2024年度環境目標（2013年度基準比）

ガバナンス

YKK APは経営方針などの重要事項に関する意思決定機関および監督機関としての取締役会、ならびに
監査機関としての監査役会という機関制度を基本として、執行役員制度により事業・業務執行を推進する
体制をとっています。
特に、サステナビリティ課題は社長を議長とする「ESG全体会議」によって全社の視点から方針を策定した
上で、関連部門、国内外のグループ会社に展開し、部門横断的な活動を行っています。
「ESG全体会議」の中で環境分野を管轄する「環境政策委員会」は、社長を委員長としており、経営視点で
気候変動を含む環境方針・戦略を策定・承認し、進捗状況を確認しています。その環境方針・戦略を「環境
委員会」が国内外の製造・営業拠点へ展開し、相互内部環境監査で実施状況を確認しています。

戦略

TCFD提言に沿って、気候変動問題がYKK APへ及ぼす重大なリスクと機会を特定・評価しています。
種類 当社への財務的影響

移行リスク
評判 カーボンニュートラル等、社会的要請事項への対応遅れによる企業価値の喪失
市場 エネルギー資源枯渇によるコスト増大

物理的リスク

緊急性 自然災害による被害増加、サプライチェーンの分断

慢性
平均気温の上昇に伴い、自社工場の空調コスト増加や原材料価格の高騰による収益
減少
降雨量減少による水不足での事業活動の制限

機会 製品・
サービス

高断熱商品の需要増加
脱炭素・資源循環商品（リサイクルアルミ等）の需要増加

リスク管理

事業全般に関わるリスク評価・見直しを1回/年行い、「損害規模」・「発生頻度」で優先順位をつけ、各委員
会が該当するリスクを管理しています。気候変動関連リスク（自然災害、環境規制等）についても重要リス
クとして特定し、管理プロセスとして組み込み、環境委員会・危機管理委員会でグローバルに政策展開・モ
ニタリングを行っています。

指標及び目標 カーボンニュートラル実現を目指し、SBTに認定された中長期目標を設定し、達成に向けた環境行動計画
を中期事業計画に合わせて策定しています。進捗は、統合報告書・環境報告書で開示しています。

環境への取り組み

TCFD提言に基づく情報開示

● 包装資材削減

【環境課題】 【人】研究・開発・検証 資材調達 製造・物流 販売 施工 商品使用

気候
変動

資源
循環

生物
多様性

● 気候変動対策商品の開発 ● 高断熱商品による
   CO₂削減貢献量149%

（2020年度比）

（2016年度比）

● スコープ3 CO₂排出量20％削減
● スコープ1＋2 CO₂排出量36%削減
● CO₂ゼロモデル工場の実現

● 風水害対策商品の開発 ● 水使用総量32％削減

● 商品の六価クロムフリー実現
● 地域の自然と調和する工場の実現

● アルミ社外品リサイクル率39%
● 樹脂窓（APW端材）社内リサイクル率100% ● 樹脂窓市中屑の活用

● 廃棄物排出量32％削減

水

● 地域とつながる
   ショールーム

● 次世代教育
● 地域社会貢献

● 全員参加型
   環境活動

顧客

社会

社員

1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2030･･･2050

第5次中期環境経営方針 第6次中期環境経営方針 長期の目指す姿

コンプライアンス
遵守

循環型社会対応
持続可能
社会対応

持続可能
社会対応

持続可能
社会実現

【YKKグループ環境宣言
（1994）】

・YKK AP環境委員会設立 ・「商品」と「モノづくり」を
  通じた持続可能な社会づくり

ライフサイクルの全ての
段階で環境価値を創出

事業活動における
ライフサイクル全体を通して
“環境負荷ゼロ”を実現
・商品、モノづくりにおける
  ライフサイクルCO2ゼロ

（年）

事業の成長と環境の両立 脱炭素、循環、共生低炭素、資源循環、自然共生

・環境法令対応、遵守
・環境管理体制整備
・ISO14001取得
  （YKK AP第1号：
  M&Eセンター（1998））

・エコプロダクツの開発･推進
・継続的な環境負荷低減
  （省エネ、3R、化学物質）
・環境コミュニケーション、
  環境教育
・環境マネジメントシステム構築
・社会環境報告書（2005～）

・エコプロダクツのレベルアップ、
  社会的認知向上（社外表彰）
・エネルギー政策の強化
  見える化、自然エネルギー活用
・社内外コミュニケーション強化

・CO2削減貢献拡大
・グローバルな
  環境負荷低減活動
・全員参加型環境活動 ・再生可能、  循環型材料の利用

・自然・地域との共生拡大
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　2030年度に向けた自社による温室効果ガス削減
目標を2013年度比50％削減に設定し、2021年2
月に国際的団体であるSBTイニシアチブ（Science 
Based Targets）から認定を取得しています。ビジョ
ン「Evolution 2030」では、2030年度までに80％
削減、2040年度までに100％削減を掲げ、その目
標をさらに前倒ししています。
　2021年度には、副社長をプロジェクトリーダーと

する「カーボンニュートラルプロジェクト」を発足させ
ました。カーボンニュートラル技術ロードマップを策
定し、若手技術者が参画する6つのワーキンググ
ループが脱炭素の実現に向けた技術開発を進めて
います。
　さらに、高断熱商品の普及により、冷暖房に使用
するエネルギーを減らすことで、自社だけでなく社
会全体のカーボンニュートラルにも貢献していきます。

スコープ1、2の取り組み
　当社では製造工程で使用される燃料削減に取り
組んでいます。生産設備の省エネ、高効率化はもち
ろん、熱源設備の電化、液体燃料から天然ガスへの
切替を進め、さらに既存技術をもとに、ガスバーナー
への水素・アンモニアなどの使用に向けた開発・実
証を行っています。
　また、「創エネ」「省エネ」にも取り組んでいます。
「創エネ」では、太陽光発電（屋根上、野立てなど、国
内外7つの工場に設置）、水力発電（配管に流れる水
の力などを利用）、バイオマスボイラー（製造時に排
出する木質を燃料として自家消費）、風力発電（工場
内の排風利用）の導入を進めています。再生可能エ
ネルギー投資は2020年度比で3倍に拡大し、取り
組みを強化しています。
　CO2排出量削減の進捗度合いを測るため、当社
の製造段階においては設備別のエネルギー使用量
を把握し、CO2排出量を可視化するデータベースの
構築を進めています。商品の開発では、設計開発時
の評価項目にCO2排出量を関連付けた「環境配慮
設計評価シート」を導入しています。

スコープ3の取り組み
　当社の事業活動に伴い、サプライチェーン全体
から排出されるCO2の大半はスコープ3の排出に
よるものです。その中でも、商品製造で使用する

材料調達による排出量が全体の8割を占めていま
す。特に、アルミ製の商品などに使用するアルミ
地金の調達（採掘、精錬、海外輸送）の影響が大き
く、市中リサイクル材（市場から回収されるアルミ
スクラップなどの再生原料）の利用率を上げるこ
とは、カーボンニュートラル実現に向けて最もイン
パクトが大きいといえます。
　製造工程で発生するアルミ端材はすべて再利
用しており、社内リサイクル率はすでに100％を
達成しています。さらに社外で発生する市中材の
アルミリサイクル率100％の達成も目指していま
す。2023年9月からは四国製造所でアルミリサイ
クル炉を稼働し、今後は他の製造拠点にも同設備
を導入する予定です。
　また、産官学民による共創でアルミリサイクルの
技術的進行を図ります。富山大学を中心とした富
山県内のアルミニウム関係産業活性化のための産
学融合拠点構想プロジェクト「富山資源循環社会
モデルの創成」に幹事企業として関わっています。
　物流では、陸路輸送でダブル連結トラックを導
入し、一度の輸送量が従来の1.8倍に向上しまし
た。さらに輸送ルートの集約や端数荷物の合積み
による積載性向上といった「幹線リレー輸送」、「共
同配送」や「隔日配送」などの二次配送、鉄道コン
テナを利用するなどの「モーダルシフト」の導入に
より、CO2排出量を継続的に削減します。

YKK AP商品のライフサイクルとCO2排出

国内で販売する高断熱商品によるCO2削減貢献量

高断熱商品の販売は社会全体のCO2削減に貢献するといえる

※対象商品（サステナブル商品に準ずる）
樹脂窓：  「APW 430」、「APW 330」、「プラマード H」
複合窓：  「エピソードⅡ」、「APW 410」
樹脂内窓：  「マドリモ 内窓 プラマードU」
断熱ドア：  「イノベスト」、「ヴェナート D30」、
  「かんたん ドアリモ」、「コンコード S30」
ビル断熱窓： 「EXIMA 37」、「EXIMA 77」、「エピソードNEO-LB」

※従来商品
【新築】アルミ窓＋複層ガラス、アルミドア  
【改修】アルミ窓＋単板ガラス

※2024年度計画は2021年度策定の中期計画です。

Evolution 2030
P7

社会課題に対応する
商品・サービス
P19

Chapter 03 事業を支える基盤

カーボンニュートラルへの挑戦

開発・製造・営業

上流 自社 下流

物流 物流

スコープ3 スコープ3スコープ1、2

施工 使用

回収再資源化 再生・再利用

廃棄

原材料・部品

※スコープ1、2、3：グローバル算定基準「GHGプロトコル」概念図より
※削減貢献量：
　窓自体は直接温室効果ガスを発生しないが、空調エネルギーの削減に貢献
　削減貢献量自体はスコープ3に含まない

原材料
取引先

流通店
顧客

高断熱商品による
CO2削減貢献

自社で使用する
燃料（スコープ1）
電力（スコープ2）

エネルギー
精錬
精製

資源
採掘

排
出
量

負
荷
ゼ
ロ

貢
献
拡
大

削
減
貢
献
量

※
2.74t/世帯として計算
環境省「家庭部門の
CO2排出実態
統計調査」
（令和3年）より

2020年度比
149％

20242023202220212020 （年度）

（千t-CO2）

0

100

200

300

400

500

600

700

900

800

2020年度比
185%

864

2020年度比
127％2020年度比

117％

594
548

468

696

（計画） （計画）

1年間に
一般家庭から
排出される
CO₂排出量
25万世帯に相当

アルミ材
87%

ガラス4%
木材1%

鉄3%
樹脂4%

ステンレス1%

（千t-CO2）

購入した
材料

1,566

購入した材料からの
CO2排出割合

スコープ3
構成比：84%

2,100

230スコープ2
構成比：11%
スコープ1
構成比：5%

98

「物流」「施工」「廃棄」等

「資本財」

2021年度のCO2排出量
（国内＋海外）

アルミニウムは「電気の缶詰」とも
呼ばれ、ボーキサイト等の原材料か
ら精製する際に電気分解による大
量の電力が必要です。一方、リサイ
クルにおいては少量のエネルギー
で再溶解することができるため、ア
ルミニウムのリサイクルはCO2排出
削減に非常に重要な役割を果たし
ます。

YKK APのCO2排出量の内訳（2021年度）

サプライチェーン全体ではスコープ3の材料調達（精錬等）による
排出割合が大きく、その中でもアルミ材の占める割合が大きい



40 41YKK AP Integrated Report 2023

価
値
創
造

事
業
を
支
え
る
基
盤

成
長
の
た
め
の
事
業
戦
略

バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン
に
お
け
る
取
り
組
み

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ

マ
ネ
ジ
メ
ン
トメ
ッ
セ
ー
ジ

RPF設備の導入と運用拡大
　廃棄物などの発生抑制、再使用、再生利用の3R※1

活動を推進しています。2021年度に黒部越湖製造
所にRPF（紙・プラスチック由来の固形燃料）の製造
設備を導入しました。従来、フィルムやラミネートな
どの廃プラスチック類と古紙を原料としていましたが、
2022年度からは木屑にも対象範囲を拡大し、廃棄
物の有価物化を促進しています。廃棄物の排出量は
国内・海外を合わせて、2022年度は2016年度比で
約25％削減しています。

樹脂のリサイクル率向上に向けて
　樹脂窓の製造時や使用後に発生する樹脂のリサ
イクルにも、積極的に取り組んでいます。樹脂窓の各
製造拠点に粉砕・選別装置を導入し、樹脂形材の原
材料や複層ガラス用のガスケット※2として再利用す
ることで、2022年度の社内リサイクル率は28％まで
向上しています。
　2019年に発足した「樹脂窓リサイクル検討委員
会」（塩ビ工業・環境協会等）に参画し、業界全体で
市中の樹脂窓を回収・リサイクルするシステムの構
築に向けて、産学連携で取り組みを進めています。

環境配慮に向けたガイドラインの運用
　サプライチェーン全体のCO2排出量最小化に向け
て、2022年度に「環境配慮設計ガイドライン」を策定
しました。
　商品のライフサイクルにおいてCO2削減に大きく
寄与する5項目として、「CO2排出量の可視化」、「包
装資材の標準化」、「環境負荷物質の可視化」、「解
体・分離の容易性」、「環境配慮に向けた評価手法と
設計指針」を挙げ、YKK APとしての環境配慮に対す
る考え方や取り組みの方針を示し、商品の評価・改
善を図っています。

廃棄物排出量（製造拠点）廃棄物リサイクル率（製造拠点）

※1　3R…リデュース（Reduce）、リユース（Reuse）、リサイクル（Recycle）
※2　サッシにガラスをはめ込む際に使用される部品

Chapter 03 事業を支える基盤

サーキュラーエコノミーへの挑戦

再資源化
埋立

（千t）

（年度）0
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20.5
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19.3
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18.3

2019

16.9
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15.4

2021

15.9

2022

15.4

RPF製造設備（黒部越湖製造所）
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YKK APグループ（国内）
YKK APグループ（国内+海外）

YKK APグループ（海外）

対象範囲：
YKK APグループ（国内+海外）

DXの推進
スマートファクトリー化に向けて
デジタル技術の開発と浸透を図る

YKK APは、グローバルマーケットでの競争力を高
めるために、スマートファクトリー化を推進し、デジタル
トランスフォーメーション（DX）による設備の可動率向
上に取り組んでいます。加えて、DXにより、営業・開発・
製造・管理などすべての部門における効率性の改善
を図ることで生産性向上を目指し、「変動に対応でき
るスピードと柔軟性」を備える企業への変革実現に向
けて進めています。
デジタル分野の研究・開発を強化するため、2022
年6月にYKK AP北米テクノロジーズ社を設立し、バー

チャルファクトリーの研究開発を行うなど抜本的な変
革に向けて取り組んでいます。具体的には、IoTデバ
イスや5G、AIなどのデジタル技術を導入し、デジタル
ツインを目的とした仮想空間上でのエンジニアリング
チェーン、サプライチェーンの構築を図り、変革を実行
できるグローバル人材の育成も行っています。
また、デジタル統括部では、ドローン、3Dプリン

ター、AI画像解析などの基礎研究の他、業務利用に向
けた計画策定やトライアルを進めており、営業、開発、
製造など、さまざまな分野で活用が期待されています。
これらの取り組みについて、社内での浸透を図るため
デジタル体験イベントを実施しています。

スマートファクトリー バーチャルファクトリー

設計・開発
商品設計 設備設計・開発

生産技術
工場レイアウト 個別製造工程

データ収集 データ分析 データ活用

IoT機器
ロボット
設備

データモデル
プロセス
作業者

AI
XR

設計・開発
シミュレーション

プラントデザイン
工程シミュレーション

デジタルツイン
AI
XR

プラットフォーム

シミュレーション結果を
フィードバック

取得データを
リアルタイム連携

デジタル体験イベント

社員向けデジタル体験イベントは、デジタル技術への
理解を深め、事業活用のアイデア創出やDXを推進で
きるデジタル人材の育成を目的に開催しています。
2022年度は、実際の機器を操作・体験できるリアル
会場（２拠点開催）と、遠隔参加が可能なWEB（メタ
バース会場）の両方で開催しました。今後は、全国各
地の拠点で開催する予定です。社員がデジタル技術
を活用できる環境を整備しながら、DXの実現に向け
た取り組みを進めていきます。

イベントで社員がドローン操作を実際に体験する様子

メタバース会場でもイベントを開催

環境経営の詳細は環境報告書でご紹介しています。
https://www.ykkap.co.jp/company/jp/sustainability/environment/report2023/

https://www.ykkap.co.jp/company/jp/sustainability/environment/report2023/

